	
	意　　　　　　　　見
	回　　　　　　　　答

	記録
	公表項目は、平成２３年４月から取組むものだけを対象とするのか。

	公表項目は、平成２３年４月以降に取組むものだけに限りませんが、意思形成プロセスの記録については、２３年４月以降に発生するものを記録していただいて構いません。
なお、平成２３年４月以前に取り組みがある項目で、４月以降のプロセスだけでは全体的な流れが不明確となるものについては、出せる資料や、基礎情報（発端は何？）に概略を記載するなど、可能な範囲で対応していただいて構いません。


	記録
	「意思決定プロセス記録票」を作成した場合は、公表対象となるのか。また、この記録票の目的が、意思形成の見える化と同じなので、記録票は作成の必要がなくなるのではないか。

	公表項目について、「意思形成プロセス記録票」を作成され、決裁を取られた後、それらの内容を盛り込みこんだ概要を、知事、副知事等の意思形成プロセスとして公表を行ってください。


	記録
	庁内、庁外の各種会議の中には意思・方針決定につながるものと単に意見交換や情報交換のみを目的とするものがあるが、意見交換や情報交換のみの会議も対象とするのか否か基準を明記するべき。

	庁内横断的な会議、審議会などの庁内会議は、直接意思決定プロセスが発生しない意見交換や情報交換のみの会議については、記載しなくても構いません。


	記録
	部長以上での決裁、レクは（継続検討となるものを含め）全て記録の対象となるのか。

	施策プロセスの見える化は、施策の意思形成プロセスの変遷が重要であるという認識であること、及び部長は、部の最終意思決定者であるため、部長以上の決裁等について、すべて記録の対象としています。
ただし、やり直し等も含めた意思形成プロセスが発生した場合のみが対象であり、単なる資料の確認やブレストなどは含まれません。今後、運用を進めつつ、改善すべき点があれば取扱について検討します。


	
	意　　　　　　　　見
	回　　　　　　　　答

	項目
設定
	知事からの指示事項の中には、大きな項目から実務レベルの小さな項目まで幅があり、部局によってばらつきがでる可能性があります。
知事からの指示事項を公表項目とする場合、どこまでを対象とするのか定義を明確にするべきと考えます。

	項目設定の統一的基準ですが、項目の重要度についての所属の考え方や程度が、それぞれ異なり、どこまで対象とするのかを明確に設定することは難しいと考えています。
このため、各所属の判断で、府民の関心等の高いと判断する項目を、広報的な視点を加味しながら、弾力的に設定していただくようお願いします。なお、府政情報室では、当初の各部局における項目設定の状況を情報提供させていただきますが、今後の項目設定にあたり、疑義等があれば、随時ご相談いただければと存じます。


	公表
	公表のタイミングは、事案に応じて関係者や関係機関等と調整する必要があるため、その判断基準を示すべき。

	公表する前提は、第三者が関与するものは、その了解を前提として下さい。事務的に依頼を行い関係者の了解が得られるのであれば、それぞれの状況に応じて、速やかに公表をお願いします。


	公表
	制度設計終了後に公表するものとして、対象となる府民や関係の団体に影響が生じるものとあるが、これは部局の判断で行っていいのか。全庁的な判断基準は設けないのか。

	対象となる府民や関係の団体への影響の範囲や程度などは、各所属が最も状況を把握されておられ、個別に状況が異なるため、全庁的な判断基準は設けることは難しいと考えています。このため、部局の判断でお願いしますが、
今後、疑義等があれば、随時ご相談いただければと存じます。
また、運用を進める中で、一定事例が積み上げることができれば、マニュアルへの記載も検討します。



(別紙)　各部局の主な意見等








